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富山市立保育所等民営化等に関するアンケートについて 

 

Ⅰ アンケートの概要 

 

（１）調査の目的 

社会情勢の変化に伴う急激な少子化の進行や、保護者の多様化する保育需要に 
対応し、本市における質の高い保育環境の持続的な提供を目指すため、今後の

市立保育所等の民営化事業や再編等の基礎資料とすることを目的とする。 

 

（２）調査対象 

　　　富山市内で私立認定こども園等を運営している５２法人 

 

（３）調査方法 

　　　２次元コード・URL を配布し、インターネット上で回答 

 

（４）調査実施期間 

　　　令和８年６月１０日（水）～ 令和８年６月２４日（水） 

 

（５）回答結果 

　　　４５法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２－４
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Ⅱ　アンケート結果について 

 

（１）貴法人について 

 

 

 

 

（２）民営化保育施設の引受意向について 

 

 

 

 

引受意向について、「はい、積極的に検討したい」が７法人、「条件によって検 

討したい」が１０法人であった。 

問１ これまでに、公立から民営化された保育施設（他自治体を含む）の運営

を引き受けたご経験はありますか。

問２ 富山市の市立保育所等の民営化について、貴法人として引き受けるご意向

はありますか。（一つ選択）
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引き受け可能地域について、「中央区域」の回答数が７と最も多い。次いで、「呉羽

区域」、「南部区域」の回答数が５と続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 引き受け可能地域（複数選択可） 
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民営化後の引き受けを検討される場合の関心のあるものについて、「市が新施設を

整備後、運営を引き継ぐ」が３０％と最も多い。次いで「既存の施設を市が改修した

後、運営を引き継ぐ」が２６％、「貴法人で新施設を整備し運営する」が２２％と続い

た。「その他」については主に、「保育所用地は市が無償貸付してほしい」や「市単独

の補助」が挙がった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４ 貴法人が富山市の市立保育所等の民営化後の引き受けを検討される場合、関

心のあるものをお選びください（複数選択可）

14 件  

10 件

12 件

5 件

5 件
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民営化後の引き受けを検討される場合の施設の残存耐用年数について、「鉄筋コン

クリート造の残存耐用年数３０年以上、木造の残存耐用年数１５年以上であれば引き

受け可能である（※現在の民営化基準の建物要件）」が４２％と最も多い。次いで、

「残存耐用年数が１/２以上であれば引き受け可能である（RC 造の残存耐用年数２４

年以上、W造の残存耐用年数１１年以上）」が１９％と続いた。「その他」については

主に、「残存耐用年数に応じた改修」が挙がった。 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 市立保育所等の民営化後の引き受けを検討される場合、施設の残存耐用年数

に関して、貴法人が引き受け可能と考える条件についてお伺いします。（複数

選択可） 
 

13 件

6 件3 件

4 件
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民営化後の引き受けを検討される場合の特に重要視される条件について、「保育

士・職員の安定的な確保」が２２％と最も多い。次いで、「施設の所在地・周辺環

境」と「施設の整備（新築・改修）にかかる費用支援」が２０％と続いた。 

その他については主に、「保育士引継ぎ期間の延長」や「地域住民の理解」が挙がっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 市立保育所等の民営化後の引き受けを検討する上で、特に重要視される条件

は何ですか？重要度が高いと感じるものから３つ程度お選びください。(複数

選択可） 
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民営化後の引き受けを検討される場合の定員規模について、「９０人以上（現在の

民営化基準の定員規模」が３２％と最も多い。次いで、「１００人以上」が２３％と

続いた。「その他」について主に、「定員よりも地域のニーズ等が重要」が挙がっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７ 市立保育所等の民営化後の引き受けを検討するにあたり、貴法人として運営

を引き受けることが可能である定員規模をお選びください（複数回答可）
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4 件
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貴法人が運営しておられる施設と同エリアの市立保育所等が再編の対象となり、

廃止となった場合に当該保育所等の児童の受け入れ可能性について、「現在運営して

いる施設で、新たに受け入れることが可能である」が３７％と最も多い。次いで

「分からない」が２４％と続いた。「その他」の回答について主に、「定員内での受

け入れ」や「最大限協力して受け入れたい」が挙がった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 富山市では、今後の児童数の推移や地域のニーズの変化を見据えながら、市 

立保育所等のあり方について、民営化のほか再編等の検討も必要と考えており

ます。つきましては、貴法人が運営しておられる施設と同エリアの市立保育所

等が再編の対象となり、廃止となった場合に当該保育所等の児童の受け入れ可

能性についてお伺いします。（複数選択可） 
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3 件
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　小学校の余裕教室等を活用しての放課後児童健全育成事業の実施の可能性につい

て、「いいえ、検討しない」が３８％と最も多い。次いで、「分からない」が３６％、

「はい、検討したい」が２４％と続いた。

問９ 富山市では、留守家庭児童に家庭に代わる生活及び遊びの場を提供し、そ

の健全な育成を図るとともに、保護者の子育てと仕事の両立を支援するた

め、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）を実施しております。今

後の地域の放課後の居場所づくりの一環として、貴法人において、小学校の

余裕教室等を活用しての放課後児童健全育成事業の実施の可能性について

お伺いします。 
※ただし、小学校の余裕教室等の実施場所は市が準備するものとします。 
（１つ選択） 
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